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基準病床数制度が，病床数の増減に与えた影響を明らかにし，また，もし仮に，現状で基準
病床数制度を廃止した場合に，どの程度病床が増床するのか検討することを目的とした。
対象は，病床の種別にかかわらず病院における全病床および全入院患者とした。病床供給の

検討は，入院需要量の変化を考慮した上で行うこととし，入院需要量の変化として，予想され
る入院患者数の年次推移を推計し用いることとした。推計は昭和59年，昭和62年，平成２年，
平成５年，平成８年の５つの時点を基準として行った。推計された５つの入院患者数の年次推
移を，それぞれ基準とした時点のモデルと呼ぶこととし，各モデルの比較検討，実際の人口と
の関連および実際の病床数との比較，基準病床数制度導入前のモデルから求めた平成16年の病
床数と実際の病床数との比較を行った。
５つのモデルは，いずれも年々増加する結果となった。平成16年時点において比較すると，

多い方から，昭和62年モデル，平成２年モデル，昭和59年モデル，平成５年モデル，平成８年
モデルの順であった。いずれのモデルにおいても，総人口との相関が強く，それ以上に65歳以
上人口との相関が強かった。65歳未満人口とは負の相関が強かった。基準病床数制度導入前の
モデルから算出された病床数と実際の平成16年の病床数との差は，53～62万床であった。
必要病床数制度が制定されて以降現在に至るまで，入院需要は高齢化による影響で常に増加

傾向にあり，介入等何らかの要因がない限り，病床数も増加しようとする傾向があったと考え
られた。必要病床数制度導入以降，予想される入院需要の増加を上回る病床数の増加が一時的
にあったものの，平成５年以降は，入院需要の増加に対して病床数は減少し，昭和59年時点と
比べて限定された入院需要にしか対応できていないことが示唆された。また，基準病床数制度
を撤廃すると，平成16年現在で，約50万床以上増床する可能性があることが示唆された。

医療計画，病床規制，基準病床数，必要病床数，入院需要

Ⅰ

医療計画は，昭和60年の医療法改正によって
創設された，都道府県が定める医療を提供する
体制の確保に関する計画である。
医療計画の内容の１つに，必要病床数制度が

あり，これは平成13年の医療法改正により名称
を改め基準病床数制度となった。この制度は，

国が示した算定方法の範囲内で，都道府県が地
域の基準病床数を設定するものである。基準病
床数は，地域における人口やその年齢構成等に
応じて設定され，その地域においてどれだけの
病床を整備すべきであるかという整備目標とし
て位置づけられている。設定された基準病床数
は，都道府県における５年ごとの医療計画の再
検討に合わせて，見直しが行われることとなっ
ている。この基準病床数制度は，基準病床数に
対して既存の病床数が過剰である地域において，
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原則として病床の増床を認めないために，いわ
ゆる病床規制と呼ばれている。
基準病床数制度には，病床不足地域における

病床の整備を進めるとともに，病床過剰地域に
おける病床増加を抑制することにより，病床の
整備を過剰地域から非過剰地域へ誘導する効果
があるとされている。この効果によって，基準
病床数制度は，医療資源の効率的活用を促し，
適正な医療の確保を図ってきた1)-3)。
一方，基準病床数制度下では，病床過剰地域

において，病床を新たに持とうとする医療機関
が参入できないことから「既存の病床の既得権
益化を生み，医療機関間の競争を阻害し，医療
の質の向上を妨げている。」という批判があ
る2)-4)。
厚生労働省の医療計画の見直し等に関する検

討会は，基準病床数制度の廃止も含めた検討を
行い，平成17年時点での中間まとめとして，
「現状では直ちに基準病床数制度を廃止するた
めの条件が整っていない」と結論づけ，基準病
床数制度は当面存続するとした。しかし同時に，
同検討会は，基準病床数に係る問題について，
今後も検討されるべきであると指摘している5)。
基準病床数制度に関する議論をすすめるため

には，基準病床数制度が，病床数の増減に与え
た影響を明らかにし，また，もし仮に，現状で
基準病床数制度を廃止した場合に，どの程度病
床が増床するのか検討する必要がある。

Ⅱ

病床という医療資源の「供給」に対する入院
「需要」には，人口および人口構造の変化が影
響を及ぼす。そのため本研究では，人口および
人口構造の変化による入院需要量の変化を推計
した。
推計は，昭和59年，昭和62年，平成２年，平

成５年，平成８年の５つの時点を基準とし，人
口および人口構造の変化に応じて予想されるそ
の後の入院患者数の年次推移を得，比較検討を
行った。
入院患者数は，病床の種別にかかわらず病院

における全病床および全入院患者である。昭和
59年，昭和62年，平成２年，平成５年，平成８
年の厚生労働省患者調査の結果と，総務省推計
人口年報（ただし国勢調査年は国勢調査による
人口）を用い，性年齢階級（５歳階級）別の入院
患者受療率を以下の式①によって算出した。

＝ ／ ……①
：設定した時点をモデルとした性年齢
階級別入院受療率

：設定した時点の患者調査で得られた
性年齢階級別の入院患者数

：設定した時点の性年齢階級別人口
：性
：年齢（５歳階級別）

次いで，ある時点の性年齢階級別の入院受療
率が，その後も一定であると仮定した場合の入
院患者数について推計を行った。算出した入院
受療率①とその時点以降の実際の性年齢階級別
の人口とを，それぞれ乗じて，性年齢階級別の
患者数を推計し，それらを積算することで，入
院患者数を推計した②。

＝ΣΣ ・ ……②
：求めたい年次の推計入院患者数
：求めたい年次の性年齢階級別人口

これによって，昭和59年，昭和62年，平成２
年，平成５年，平成８年の５つの時点を基準と
した，それぞれの時点以降の推計入院患者数の
年次推移を得た。推計された５つの入院患者数
の年次推移を，それぞれ基準とした時点のモデ
ルと呼ぶ。
各年のモデルによる入院患者数を用い，各モ
デルの比較検討，実際の人口との関連および実
際の病床数との比較，基準病床数制度導入前の
モデルによる平成16年の病床数と実際の病床数
との比較を行った。
実際の人口との関連では，総人口，65歳未満
人口，65歳以上人口との相関係数・決定係数か
ら検討した。また，実際の病床数との比較では，
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注 「一般病床＋療養病床」は，昭和59～平成４年は「その他の病床」であり，平成５～平成12年
は「療養型病床群」を含む「その他の病床」であり，平成13・14年は「一般病床」「療養病床」
「経過的旧その他の病床」である。
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病床数として医療施設調査（厚生労働省）を用い
た。
必要病床数制度導入前のモデルによる平成16

年の病床数と実際の病床数との比較では，平成
16年の病床数は，昭和59年モデルにおける平成
16年時点の推計入院患者数を病床利用率で除し
算出した（③）。病床利用率は，厚生労働省病
院報告より，昭和59年から平成16年までにおけ
る最低値と最高値を使用した。

＝ ”／ ……③
：推計病床数
”：昭和59年モデルによる平成16年推計
入院患者数

：病床利用率

Ⅲ

算出された各年のモデルによる推計入院患者
数と実際の病床数の年次推移を に示す。い
ずれの年のモデルについても，性年齢階級別の
入院受療率が，その後も一定であると仮定した
場合，推計される入院患者数は，年々増加する
結果となった。

モデル間で比較すると，必要病床数制度導入
前の昭和59年モデルと比べ，昭和62年と平成２
年モデルでは入院患者数が多く，一方，平成５
年と平成８年モデルでは，入院患者数が少ない
結果となった。平成16年時点において比較する
と，多い方から，昭和62年モデル，平成２年モ
デル，昭和59年モデル，平成５年モデル，平成
８年モデルの順であり，それぞれ入院患者数は
211万人，209万人，185万人，174万人，169万
人と推計された。最も多い値となった昭和62年
モデルと平成８年モデルを比較した場合，平成
16年時点の入院患者数の差は，42万人であった。
昭和59年モデルについてみると，昭和59年か
ら平成16年までの20年間で，入院患者数は53.5
％増加する結果となった。

それぞれの年のモデルによる入院患者数と総
人口，65歳未満人口，65歳以上人口の，スピア
マン相関係数および決定係数について に示
す。いずれのモデルにおいても，総人口との相
関が強く，また，それ以上に65歳以上人口との
相関が強かった。一方，65歳未満人口とは負の
相関が強かった。

病床数は平成４年まで増
加しており，一方で推計入
院患者のモデルについても，
昭和59年モデルから，平成
62年モデル，平成２年モデ
ルまで入院患者数の増加を
示す。また，病床数は平成
４年以降，年々漸減してい
るが，推計入院患者のモデ
ルについても，平成２年モ
デルを基点として，平成５
年モデル，平成８年モデル
まで入院患者数の減少を示
す。
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昭和59年モデル
推計入院患者

昭和62年モデル
推計入院患者

平成２年モデル
推計入院患者

平成５年モデル
推計入院患者

平成８年モデル
推計入院患者

相関係数 決定係数 相関係数 決定係数 相関係数 決定係数 相関係数 決定係数 相関係数 決定係数

総人口
65歳以上人口
65歳未満人口
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昭和59年から平成２年における，病床数，そ
の他の病床（平成15年より一般病床または療養
病床に種別されるもの）および昭和59年モデル
の推計患者数の年次推移を，それぞれ昭和59年
時点を100とした場合の割合でみると，それぞ
れ114.3，119.1，114.2であった。これを，平
成４年まで観察年を伸ばすと，115.0，120.1，
119.1であった。

昭和59年モデルにおける平成16年時点での入
院患者数は約185万人と推計された。病院報告
（厚生労働省）によると，昭和59年から平成16
年までの病床利用率は，最低値が平成５年の
82.5％であり，最高値が昭和59年の85.6％であ
る。入院患者数を最低値または最高値の病床率
で除し，病床数を算出した結果，それぞれ約
225万床，約217万床であった。実際の平成16年
の病床数は約163万床であり，算出された病床
数との差は，それぞれ約62万床，約53万床で
あった。

Ⅳ

入院需要と病床供給の関係は，市場原理に委
ねられているわけではない。病床供給が入院需
要を大幅に上回り極端に供給過多になっている
といった状況ではなく，病床の供給量によって，
対応する入院需要が決定される。すなわち，病
床数が多くなれば，それに伴って入院患者数は
多くなる。また，病床数が多いほど医療費が高
いとされている6)。逆に，入院需要量が増える
状況にあっては，必要な医療資源を確保しよう
とする方向になること，および，経済上も医療

保険診療において決定されている価格を均衡価
格に設定しようとする方向に働き，病床数が増
えることが想定される。
今回求めた入院患者数の年次推移推計が，い
ずれのモデルにおいても年々増加する結果を示
していたことから，必要病床数制度が制定され
て以降現在に至るまで，入院需要は常に増加傾
向にあり，介入等何らかの要因がない限り，病
床数も増加しようとする傾向があったことが考
えられる。
これら入院需要増加の要因としては，結果

に示すとおり，推計された入院患者数と65歳以
上人口との相関が強く，一方で入院患者数と65
歳未満人口とが逆相関を示したことから，高齢
化による影響が大きいことが考えられた。この
高齢化による入院需要の増加は，入院受療率が，
０歳児を除き，おおむね高齢になるほど高くな
ることによって説明される7)。今後も，わが国
では高齢化が進んでいくことから，例え総人口
が減ったとしても，入院需要は増加していくこ
とが予想される。
必要病床数制度が導入される以前の昭和59年
モデルと比較して，昭和62年と平成２年モデル
では推計入院患者数が多いことから，昭和62年
時と平成２年時は，昭和59年時点と比べて，比
較的多くの入院需要に対応できていたことが明
らかとなった。この時期，病床が増床している
ことからも，平成２年までは，予想される需要
の増加に対応する以上に病床数が増加したこと
が示唆された。これは，都道府県においていわ
ゆる「病床規制」が開始される前に病床が増え
たとされる「駆け込み増床」と呼ばれる現象に
よって説明される2)3)。医療法改正で医療計画
が昭和60年に創設され，施行が昭和61年８月で
あり，その後順次都道府県で作成され，全国の
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第一次医療計画は富山県で平成元年の完成を
もって完了する8)。そのため，昭和62年から平
成元年までの増床は，時期としても一致する。
しかしながら，結果(３)に示すとおり，昭和

59年から平成２年まで，実際の病床数と昭和59
年モデルの推計入院患者数の増加率を比較する
と，ほぼ同程度の14％の増加となっている。ま
た，「駆け込み増床」の影響が大きかったと一
般的に言われているその他の病床に限ってみて
も，平成２年までは19％の増加であり昭和59年
モデルの推計入院患者数より約５ポイント多い
増加を示すが，平成４年まで観察年を伸ばすと
約20％の増加であり，昭和59年モデルの推計入
院患者数の約19％の増加と，ほぼ同程度となる。
また，平成５年モデルで昭和59年モデルを下回
ることからも，平成２年頃までは，駆け込み増
床による需要の増加を上回る病床の増加がある
ものの，結局のところ，仮に必要病床数制度の
導入がなかったとしても，平成２～４年頃には，
同程度の病床数になっていたことが推察された。
必要病床数制度の導入によって，一時的とはい
え増床が誘引された間，必要病床数制度の中で，
都道府県は，必要病床数に病床数が満たない非
過剰医療圏において，病床を整備する方向で医
療計画を策定していることから，必要病床数制
度の評価を行うに当たっては，この増床を，単
に駆け込み病床として整理するのではなく，こ
の増床が医療資源の均てん化に寄与したのかと
いう側面からのさらなる検討が必要である。
必要病床数制度が導入される以前の昭和59年

モデルと比較して，平成５年以降のモデルにお
いては，入院患者数が少ないことから，平成５
年以降は，昭和59年時点より比較的限定された
入院需要にしか対応できていないことが示唆さ
れた。この時期，病床が平成４年以降漸減して
いることからも，平成５年頃以降，需要が増加
傾向にあるにもかかわらず病床数の増加が抑制
されていることが明らかとなった。この１つの
原因として，必要病床数制度（基準病床数制
度）が，制度上，高齢化による入院需要の増加
と比較して病床が抑制される設計になっている
ことが考えられる。都道府県における必要病床

数（基準病床数）の見直しは，医療計画の策定
とあわせ原則５年おきであり，ある都道府県で
設定された基準病床数は５年間変わらないが，
基本的に，その５年間によって高齢化は進み，
入院需要は増加する。このことによって，需要
は増加するが，供給の設定は一定という構造に
なっている。高齢化が進む限りにおいて，基準
病床数制度下では，病床が需要の増加と比べて
抑制されることとなる。なお，増床できないだ
けならば，病床数は現状維持となるにもかかわ
らず，平成４年以降なだらかに減少しているこ
とについては，病床過剰地域において病床が閉
鎖された場合に，閉鎖があってもなお当該地域
が病床過剰地域であれば，増床はできないこと
が一因であるものと考えられる。
本研究では，現在，どの程度病床の供給が抑
制されているのか検討するため，基準病床数制
度導入前の昭和59年のモデルを基に，平成16年
における病床数の算定を行い，結果(４)に示す
とおり約52～62万床であった。これは，基準病
床数制度が導入されなかった場合に想定される
平成16年の病床数の一推計であり，実際の病床
数との差である約53万床は，仮に基準病床数制
度を全廃した場合に予想される増床数の目安と
いえる。この数に対する批判としては，「平均
在院日数の短縮化を加味していない」というこ
とが挙げられる。平均在院日数が短縮化してい
る以上，効率化によって一定の入院需要に対応
する病床の供給数は少なくすることができてい
ると考えられることから，基準病床数制度がな
かった場合の平成16年の病床数の推計を多く見
積もりすぎではないかという批判である。実際，
病院報告（厚生労働省）によると，昭和59年の平
均在院日数が54.6日であり，平成16年では36.3
日で，約2/3になっている。
しかし，その批判は，基準病床数制度がな

かった場合を考えるに当たっては，適切ではな
い。なぜならば，平均在院日数の短縮化が，そ
もそも病床の供給抑制によるという可能性を否
定できないためである。非常におおざっぱな数
であるが，平成16年時点の病床数約163万床を
2/3で除すると，約245万床であり，今回昭和59
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年モデルから求めた結果と，ほぼ同程度の数と
なる。病床の供給抑制がなければ，平均在院日
数は短縮しなかったという仮説は，妥当性があ
るものと考えられる。基準病床数制度を廃止し
た場合，その後も平均在院日数が同程度に収ま
るという補償はなく，むしろ病床数も平均在院
日数も伸びる可能性は十分にあり，平均在院日
数の短縮化を加味すべきではないと考えられる。

Ⅴ

病床数の増床を抑制しようとする厚生労働省
の施策は，基準病床数制度のみではないが，直
接制御を行っているのは，当該制度である。今
後，撤廃も含めた検討を行うに当たっては，①
高齢化の進展による入院需要増加の背景，②現
時点でも病床抑制の効果が約50万床以上ある可
能性があること，に加え，かつての駆け込み病
床のように③一時的に病床が過剰になる可能性
を，十分検討する必要があるものと思われる。
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